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災害廃棄物への対応
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災害対策基本法と廃棄物処理法を中心とした
災害廃棄物関連制度や指針等

発災前：

発災後：

災害廃棄物処理計画

○○災害における
災害廃棄物
処理実行計画

災害廃棄物対策指針、
大規模災害における
行動指針・行動計画

○○災害における
災害廃棄物処理指針

災害廃棄物対策を支える
ネットワーク

国

NPO

専門家
コンサルタント業

地域ブロック

建設業 都道府県

プラント業

市町村

廃棄物処理業

リサイクル業

切れ目のない災害廃棄物対策に向けた課題と進化
（１）今後の中小規
模災害における知
見蓄積と反映

（２）広域連携が進む制
度運用（廃掃法基本方
針や交付金との連携）

（３）社会蓄積される
ストック材の３Ｒ方策
に関する検討

（４）世界各地の災
害対策の経験共
有や国際連携

都道府県・市町村 国・地域ブロック

東日本
大震災

・・・処理に⻑
期間を有し、社

会問題化

南海トラフ
巨大地震・・・
発生量見込みは、
東日本大震災の
10倍以上

毎年恒常的に
発生する災害
への対応（頻
発・巨大化）

運用へ
の基盤
システ
ム整備
が求め
られて
いる！

中でも計画
作成から始
まる事前の
備えが重要



基本的な災害からの時間経過
災害対応（被災地）フェーズ 【参考】廃棄物への対応

災害初動
Emergency Phase

災害初動時（人命救助
が優先される）
★道路の確保（啓開）
は、基本的に人命救助
時に行われる

102時間

（約3日
間＝72
時間）

○初動体制の確立
○初動対応と状況把握
●「避難時生活ごみ」「地震
廃棄物（家財）」「津波廃棄
物（津波浸水）」中心に
○対応⽅針の検討〜承認
○「避難時生活ごみ」災害対
応開始

応急復旧
Early Recovery
(Relief) Phase

人や物の流れ等が回復
する（ライフラインが
戻る）まで

103時間
（約1カ
月）

●「地震廃棄物（倒壊）」
「津波廃棄物（倒壊）」等へ
の対応
○対応⽅針の検討〜承認
○災害対応
→市街地からの大量の廃棄物
の撤去

復旧
Recovery Phase

社会ストックが回復す
る（避難所生活などが
解消する）まで

104時間
（約1年） 処理（リユース・リサイクル

を含む）

復興
Reconstruction
Phase

産業等も一定回復する
まで

105時間
（約10年）



基本的な流れと注意点

被災地域
（家屋）か
らの排出

仮置き場
一次
集積所

二次
集積所

中間処理
（破砕）

中間処理
（焼却）

仮設焼却炉

最終処分

（被災地内） （被災地内）

（分別）

収集・運搬
（市町村・民間・個人）

（被災地内／被害が大きい場合は被災地外も）

分別分別

リユース
リサイクル

分別

適切な分別により
最終処分量を減ら
す

⼀次集積の期間が⻑期化し、環境悪
化や火災発生などが続く

広域処理が進められた

埋立地の不足

◎事前に候補地を設定しておくことが望まし
い
◎事前に住⺠とのコミュニケーションを図っ
ておくことが望ましい



関与するステークホルダー
•処理責任は原則、市町村にあるが、平時とは異なる多様なス
テークホルダーとの連携が欠かせない。
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被災自治体の処理支援（受入）

被災自治体の
運用支援

被災自治体の
運用支援

被災者のごみ
出し支援

被災
家屋

一次
仮置場

二次仮置場
分別・排出

災害ボランティア

分別

中間処理施設
（破砕・焼却）

仮設焼却炉

最終処分
リユース
リサイクル

⾮被災⾃治体、⺠間団体 都道府県

⺠間事業者、他の⾃治体

被災自治
体の計画
立案等

都道府県
D. Waste-Net



【参考】政令市等の災害廃棄物処理計画
•2017年3月末時点で、18市は策定済み、15市が策定中
＝計33市（回答42市中）

策定形態は？ 策定体制は？

人事異動などがあっても、
計画を自分たちのものとして活かしていく仕掛けが必要



【参考】災害廃棄物に関する平時からの連携
•あなたの市では、都道府県と、将来の災害廃棄物処理
について話し合いや調整、研修・訓練等の場を持った
ことがありますか？

•あなたの所属部署（環境・廃棄物関連）では、同じ市
庁内の消防や防災関連部局と、災害廃棄物処理につい
て話し合いや調整等の場を持ったことがありますか？

都道府県と市との連携は一定取り組まれているが、
市庁舎内での防災関連部局との連携は弱い



災害時の備えを平時の足腰強化に繋げる

啓発や人材育成

廃棄物の排出

廃棄物収集・
運搬等中間処理

平時

最終処分

どのように効率的かく
的確に分別するか？

災害廃棄物
の分別

災害廃棄物
の最終処分

災害廃棄物
処理

災害廃棄物
の収集運搬

災害廃棄物に
関するコミュ
ニケーション

（一般）廃棄
物政策や計画

災害廃棄物管理の課題 災害廃棄物への備えから平時へ

多量の災害廃
棄物をどのよ
うに運搬でき
るのか？

住⺠の理解・能
力向上
ネットワーク構
築

運転継続
能力向上
⺠間事業者等との
適切な契約、協定

どのように、だれが計画を決定するの
か？

発生量や質の推定方法は？
災害廃棄物
処理計画

廃棄物管理体制の強化
廃棄物管理や発生量予
測手法の改善

能力向上
⺠間事業者等との
適切な契約、協定

能力向上
⺠間事業者
等との適切
な契約、協
定

多量の災害廃棄物をど
のように処理・処分す

るのか？

コミュニケー
ション手段の確
保
自助公助による
対応

どのように、効果的な
発信・受信を行うか？
一定の自助体制が必須



積み残し課題例：巨大災害への備え

環境省：平成30年度第2回災害廃棄物対策推進検討会 資料1（平成31年3月11日）

南海トラフ巨大地震を想定した発生予測量の積み上げ



住⺠参画の視点

【発災前】

•「災害廃棄物」への認識

•災害廃棄物になるものやリスクを減らす・・・片付け、
転倒防止、火災防止、地震保険（所持品の把握）、有
害廃棄物へのきめ細かな対応、空き家対策など

•住⺠の合意・理解・・・初動時分別、仮置き場の設
置・運用、便乗ごみ対策、有害危険物の管理・混入、
仮設トイレの使用方法、受援の心構え（ボランティア
など）、発災後の情報入手・伝達方法

【発災後】

•発災前からの合意・理解に基づきつつ、被災状況に応
じた臨機応変な行動



災害廃棄物への対応が大変だった理由
被災者へのネットアンケート調査（2018年3月）

弱者対応

支援・連携体制
の強化

物の所有に対す
る見直し



災害廃棄物への対応時の心境
被災者へのネットアンケート調査（2018年3月）

「災害時には、異なる分別基準や回収・処分方法になる可能性があること」
の周知も重要



災害廃棄物への対応に関する情報源被災者
へのネットアンケート調査（2018年3月）

コミュニティ力が重要

メディアとの連携も



住⺠との協働・発信の優良事例
＜発災時＞

• 関係者との緊密な連携

〇特定被災箇所対策PJチーム（H30年7月豪雨＠愛媛県松山市）

〇毎朝朝礼を行い災害廃棄物の情報共有を行うなど、支援者の緊密
な連携（同＠愛媛県⻄予市）

• 分別に関するちらしやメディア（TVやラジオ）の活用

• 仮置き場レイアウトに関する情報共有

• 不法投棄に関する情報提供

• 撤去に関する情報提供

＜平時＞

• 防災訓練

• ハンドブック

• ごみカレンダー

• 広報誌等



優良事例＜平時＞防災訓練にて
• 川崎市では各区防災訓練でごみ収集・広報担当者によるごみ分別啓発、
災害廃棄物収集支援の説明を実施。

• 市⺠向けのパンフレットを作成し、災害時のごみの出し⽅を周知。



優良事例＜平時＞市⺠向けハンドブック

松本市（⻑野県） 堺市（大阪府） 札幌市



優良事例＜平時＞ごみカレンダー

臼杵市（大分県） ⻄原村（熊本県）



なぜ今、有害危険物への対応なのか？

・平時においても、災害時においても事故につながる危険性があ
る。

→平成３０年〜過去１０年間で穴あけによる事故は260件（東京
都全域：稲城市と島を除く）の発生。（出典：東京消防庁 ）

→熊本地震後のごみ収集車火災事故（出典：熊本日日新聞）

企業や自治体（国）そして廃棄物の使用に関する消費者の意識
と行動、適切な排出と管理の改善が重要。
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*スプレー缶
カセットボンベ

(出典：熊本地震撮影写真 上)
（出典：熊本日日新聞 右）



調査方法
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ネットアンケート調査 ポスティング調査

調査期間 2017年3月23〜27日
仙台市：2017年9月26〜29日
熊本市：2017年9月24〜27日

実施方法
性別と年齢で均等に
分割する調査を実施

被災者の住居を訪問し、アンケートを
配り回答後、送り返して頂いた。

対象地域
及び

回答回収数

仙台市：824
熊本市： 678
全国： 907

仙台市： 207
熊本市： 204

①消費者の購⼊〜廃棄⾏動実態の調査

ヒアリング調査
調査期間 2018年9⽉〜12月

実施方法
京都市内の14地域
1対1の対面式アンケート
（筆者記入）

回答回収数 京都市：１84

WEB調査

調査期間
2019年11⽉〜
2020年1月

実施方法
処理方法について市役所
のWEBサイトを確認・
集計

調査対象数
政令指定都市（20）
中核市（53）
＝自治体：73

②自治体の排出指示内容調査
③消費者の認識調査
（京都市の移動式回収拠点利
用者）



研究方法（対象製品）
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1：殺虫剤 2：塗料スプレー 3：家庭（室内）用
スプレー

4：その他家庭
用スプレー

5：頭髪用
スプレー

6：その他頭髪
用スプレー

8：その他人体用
スプレー

7：人体用品
スプレー

エアロゾール協会規定
スプレー缶：12分類
カセットボンベ：1分類

9工業用品
スプレー

10：自動車用品
スプレー

11：スプレー缶型消火器 12：その他 13：カセットボンベ



スプレー缶のフロー・ストック
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仙台市 全国

年間購入数： 仙台市11.2 ＞ 全国8.6
買い置き（年間増加）数： 仙台市2.4 ＞ 全国1.5
使用済退蔵（年間増加）数：仙台市1.8 ＞ 全国0.14

（本／人・年）

廃棄
4.5

使用中
2.5

未使用買い置き
2.4

使用済退蔵ス
トック
Σ 1.7

未使用
買い置き
ストック

Σ 6.3

家庭内ストック：10.6

購入
11.2

使い切り
6.3

使用済退蔵
1.8

廃棄
4.6

使用中
2.3

未使用買い置き 1.5

使用済退蔵ス
トック Σ 1.6

未使用
買い置き
ストック

Σ 5.8

家庭内ストック：9.7

購入
8.6 使い切り

4.8 使用済
退蔵

0.14

仙台市は、購入から買い置き、退蔵本数が全国平均より多い。
災害が起きた際に大量のスプレー缶類が排出されてしまうほ
か、平時にもリスクを抱えていると言える。



カセットボンベのフロー・ストック
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全国熊本市

・年間購入数： 熊本市4.5 ＞ 全国3.2
・使い切り本数：熊本市3.4 ＞ 全国2.1
・廃棄本数： 熊本市3.1 ＞ 全国1.8 （本／人・年）

廃棄
3.1

使用中 0.28

未使用買い置き 0.85

使用済退蔵
ストック

Σ 0.67

未使用
買い置
き

ストッ
ク

Σ 2.7

家庭内ストック：3.7

購入
4.5 使い切り

3.4

使用済
退蔵

0.25

廃棄
1.8

使用中 0.28

未使用買い置き 0.83

使用済退蔵
ストック

未使用
買い置
き

ストッ
ク

Σ 2.3

家庭内ストック：3.0

購入
3.2 使い切り

2.1 使用済
退蔵

0.30

Σ 0.44

熊本市が、購入から廃棄本数が多い傾向がある。被災地
で使用されたことが考えられる。
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カセットボンベの買い置き（未使用）の理由

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

以前購入した時に買いすぎてしまったから

普段から日常的によく使用するから

自分の趣味の中で必要になることがあるから

日常的には使用しないが、イベント等で使用する

機会があるから

必要な時にないと不便だから

災害等の非常時に備えるため

家がオール電化のためガスが必要な時のため

その他 全国 (N= 812 )

熊本市 (N= 596 )

仙台市 (N= 749 )

災害経験地域は、災害に備える意識が高くなり、未使用買
い置き数が多くなる傾向が示唆された



自治体が指定している
スプレー缶・カセットボンベの排出先
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Ｎ＝78（政令指定都
市：20＋中核市58）

回収区分（排出指示）は、自治体によって相当異なる

可燃ごみ(家

庭ごみ含）,

3%

不燃ごみ,

17%

資源ごみ（缶・び

ん含）, 42%小型金属,

10%

有害危険ごみ,

13%

特定品目類,

4%

スプレー缶類,

10%

塗料＋, 1%

N=78



自治体の排出時の指示内容
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穴あけ指示 使い切り指示
ガス抜き
機構への言及

35%

58%

6%

1%

97%

1% 1%

21%

79%

（n=78）■穴あけ/使い切り/ガス抜き機構への指示・言及あり
■穴あけ/使い切りしないよう指示・言及あり
■言及なし
■その他

自治体により異なるが穴
あけしないよう指示して
いるのが6割と最多。

ほとんどの自治
体で排出時に使
い切るよう指示。

ガス抜き機構の
利用への言及は、
進んでいない。



京都市の移動式回収参加者への調査結果

スプレー缶・カセットボンベに関する意識
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10

2

146

13

121

169

35

164

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A1

A2

A3

A4

あてはまらない まああてはまらない

どちらともいえない まああてはまる

良くあてはまる その他

スプレー缶類がごみ処理時に爆
発するなどの危険があることを
知っている。

スプレー缶・カセットボンベが危険であることは理解している
がガス抜き機構を知らない人が多い

火元に置かないなど、スプレー缶
類は保管場所に気を付けている。

スプレー缶類にガス抜き機能が
あることは前から知っていた。

ガスが少し残っているカセット
ボンベ（卓上コンロ用）は危険
だと思う。



京都市の移動式回収参加者への調査結果
排出方法の認識
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排出区分の認識

穴あけ

あり,

62%

穴あけ

なし,

35%

その他,

3%
小型金

属類,

62%

資源ごみ,

4%

缶びんの日,

11%

可燃ごみ, 12%

不燃ごみ, 2% その他, 9%

N=117

「穴あけ」に関する認識

N=68

京都市では、穴をあけずに、
小型金属類として出すことを推奨

自治体は穴をあけないよう指
示しているが、6割が「穴を
あけて出す」と考えている。

6割は正しい排出区分を認識
できているが、残り4割は
様々な認識である。



京都市の移動式回収参加者への調査結果

「穴あけ」に関する認識の背景は？

75%

33%

40%

82%

62%

67%

25%

67%

60%

18%

38%

33%

0% 50% 100%

30代

40代

50代

60代

70代

80代

穴あけをする 穴あけしない

64%

72%

58%

40%

50%

36%

28%

42%

60%

50%

0% 50% 100%

１人暮らし

2人暮らし

３人暮らし

４人暮らし

５人以上

穴あけする 穴あけしない

• 60歳代以上で6-8割が誤認識→昔からの習慣が抜けていない
可能性あり。

• 2人暮らしで誤認識7割→年代＋思いこんで確認しない？


